
 各府省の大臣は、地方財政法第２１条及び第２２条の規定に基づき、地方財政の健全性を保持するため、

地方公共団体の負担を伴う概算要求書及び法令案に関し、総務大臣の意見を求めなければならない

 このため、毎年度、概算要求基準の閣議了解時に、各府省に対し、地方財政措置について申入れを行い、

予算編成における地方行財政の基本的な考え方を示すこととしている

【参考】地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）（抄）

第二十一条 内閣総理大臣及び各省大臣は、その管理する事務で地方公共団体の負担を伴うものに関する法令案について、法律案及び政令案にあつては閣議を求める

前、命令案にあつては公布の前、あらかじめ総務大臣の意見を求めなければならない。

第二十二条 内閣総理大臣及び各省大臣は、その所掌に属する歳入歳出及び国庫債務負担行為の見積のうち地方公共団体の負担を伴う事務に関する部分については、

財政法（昭和二十二年法律第三十四号）第十七条第二項に規定する書類及び同法第三十五条第二項に規定する調書を財務大臣に送付する際、総務大臣の意見を求め

なければならない。

令和７年度の地方財政措置について（各府省への申入れ）の概要

＜主な申入れ内容＞

物価高への対応（各府省共通）

○ 物価高への対応を行う場合には地方の意見を十分に踏まえるとともに、

資材価格の高騰や賃金上昇等を踏まえた補助単価の見直し等の必要な

措置を講じられたいこと

（参考）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
・令和５年度補正予算（第１号） 約1.6兆円

（低所得世帯支援枠 約1.1兆円、推奨事業メニュー 0.5兆円）

・令和５年12月予備費 約1.1兆円
（給付金・定額減税一体支援枠等）
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（参考）学校施設環境改善交付金に係る補助単価

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

補助単価
(前年度比)

221千円/㎡
（＋4.6%）

243千円/㎡
（＋10.2%）

268千円/㎡
（＋10.3%）

296千円/㎡
（＋10.3%）

※小中学校校舎（鉄筋コンクリート造）の場合
※令和５年度の建築単価（実績）：386千円／㎡

（物価高への対応関連）

○ 公立学校施設整備事業については、地方公共団体が必要な事業を円滑

に実施できるよう、資材価格や労務費を適切に反映した補助単価の見直

し等を行うとともに、所要の財源を確保されたいこと

公立学校施設整備事業に係る国庫補助負担制度の改善（文部科学省）



能登半島地震からの復旧・復興（各府省共通）

○ 南海トラフ地震等に関する防災・減災対策及び国土強靱化に

関する施策について、所要の財源を確保されたいこと

○ 国土強靱化実施中期計画を策定するに当たっては、地方公

共団体が、中長期的かつ明確な見通しの下、継続的・安定的

に切れ目なく国土強靱化の取組を進められるよう、令和６年

能登半島地震の教訓等も踏まえ、必要な措置を講じられたいこ

と

（参考１）能登半島地震に係る予備費の使用等 5,552億円（令和6年1月～累計5回）

（参考２）国庫補助負担金等の交付の早期化

例：災害廃棄物処理について早期の概算払を可能とする仕組みの運用

（参考３）被災した地方公共団体の事務負担の軽減の取組

例：大規模災害からの復興に関する法律等に基づく国による復旧工事の代行

（R6.5.31現在：41件）

（参考１）防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（令和２年12月11日閣議決定）

（令和３年度～令和７年度）進捗状況

（参考）上下水道施設の耐震化状況

※水 道：基幹管路の耐震適合率

※下水道：重要な幹線等の耐震化率

令和２年度 令和３年度 令和４年度

水道 41％ 41％ 42％

下水道 54％ 55％ 56％
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（防災・減災対策関連）

○ 地方公共団体の水道事業及び下水道事業の持続的経営の

確保のため、広域化等の推進、施設の老朽化対策及び能登

半島地震の被災状況や全国の耐震化の現状を踏まえた耐震

化対策に必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を

確保されたいこと

○ 能登半島地震からの復旧・復興に向けた事業が早期かつ

円滑に推進されるよう、必要な財政措置を講じるとともに、国庫

補助負担金等の交付の早期化や被災した地方公共団体の事

務負担の軽減を図られたいこと

防災・減災対策及び国土強靱化の推進（各府省共通）

上下水道の持続的経営の確保（国土交通省等）

（参考２）経済財政運営と改革の基本方針2024（抜粋）

・ 中長期的かつ明確な見通しの下、継続的・安定的に切れ目なく国土強靱化の取組を
進められるよう、令和６年能登半島地震の経験も踏まえ、施策の実施状況の評価など
「国土強靱化実施中期計画」に向けた検討を最大限加速化し、2024年度の早期に策定
に取り掛かる。

R２補正等
（１年目）

R３補正等
（２年目）

R４補正等
（３年目）

R５補正等
（４年目）

累計
事業規模の

目途

事業規模
（うち国費）

約4.16兆円
（約1.97兆円）

約3.02兆円
（約1.52兆円）

約2.70兆円
（約1.53兆円）

約3.06兆円
（約1.52兆円）

※

約12.5兆円
（約6.2兆円）

おおむね
15兆円程度
（うち国費
は７兆円台
半ば）

※５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応枠（3,000億円）を含む。（累計には含まない）
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国・地方デジタル共通基盤の整備・運用の推進（各府省共通）

（参考） 国・地方デジタル共通基盤の整備・運用に関する基本方針
（令和６年６月18日デジタル行財政改革会議決定）のポイント

・地方公共団体の情報システムの「共通化」などを推進

・費用負担については、一定の場合に国が負担又は補助を検討

例：共通SaaSの早期利用団体への国支援を検討

・国・地方の連絡協議の枠組みを設定

○ 国・地方デジタル共通基盤の整備・運用を進めるに当たっては、地方

の意見を十分に踏まえ、所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じら

れたいこと

その際、地方公共団体の実態を把握し、事務負担の軽減や運用経費等

の削減につながるよう取り組まれたいこと

（ＤＸの推進関連）

（参考） 移行前環境別のシステム運用経費の削減率

クラウド未導入 神戸市▲22.6％、盛岡市▲16.6％、佐倉市▲9.3％

クラウド
導入

単独クラウド 宇和島市 +0.4％、須坂市 +10.9％

自治体クラウド
倉敷市・松山市 +50.0％、美里町・川島町 +0.1％、
笠置町 +213.2％

○ ガバメントクラウドの利用料の設定に当たっては、的確な情報提供を

行い、利用者である地方公共団体の意見を十分に踏まえた上で低廉なも

のとなるよう検討を行うとともに、当該利用料を含む地方公共団体情報

システムの運用経費等の削減に向けて必要な措置を講じられたいこと

デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組の推進（内閣官房、デジタル庁等）

※デジタル庁が令和４年度に実施した先行事業の検証結果（令和５年12月22日公表）

（参考）
・令和５年度補正予算において、都道府県に基金を造成し、当面、
・令和７年度までの更新分（約７割）に必要な経費を計上

2,643億円

○ 国策として推進するＧＩＧＡスクール構想により整備された１人１台

端末については、地方公共団体が端末の更新を円滑に実施できるよう、共

同調達を推進するとともに、今後の更新時期を把握し、所要の財源を確

保されたいこと

ＧＩＧＡスクール構想の推進（文部科学省）



会計年度任用職員に係る財政措置（各府省共通）

○ 教職調整額の水準や各種手当の見直しなどの教員の処遇の抜本

的な改善及び少人数学級の計画的な整備に係る教職員定数の効

果的な配置等に当たっては、国・地方を通じた厳しい財政状況に配

慮しつつ、所要の財源の確保をはじめ、適切な措置を講じられたい

こと

その際、教員の処遇改善については、地方の意見を十分に踏ま

え、職務の負荷に応じたメリハリある給与体系とすることなども

含め、財源確保と併せて検討されたいこと

こども・子育て政策の強化関連（こども家庭庁等）

○ 就学前教育・保育施設整備交付金等について、国予算の不足に

より事業の執行に支障を来しているので、地方公共団体が必要な

事業を円滑に実施できるよう、所要の国費を確保されたいこと

（参考）就学前教育・保育施設整備交付金に係る予算額

令和５年度当初
＋令和４年度補正※

令和６年度当初
＋令和５年度補正

739億円 563億円

（参考１）経済財政運営と改革の基本方針2024（抜粋）

・ 教職調整額の水準を少なくとも10％以上に引き上げることが必要などとした
中央教育審議会提言を踏まえるとともに、（略）職務の負荷に応じたメリハリ
ある給与体系への改善も含めた検討を進め、財源確保と併せて、2025年通
常国会へ給特法改正案を提出するなど、教師の処遇を抜本的に改善する。

（参考２）教職調整額の引上げ（４％→10％）による影響額
国 地方

義務教育 +720億円程度 +2,000億円程度

公立高校等 +1,000億円程度

合計 +720億円程度 +3,000億円程度

（参考３）小学校における少人数学級の計画的な整備

年度 R３ R４ R５ R６ R７

学年 小２ 小３ 小４ 小５ 小６

（参考） 国庫補助金等の対象となる会計年度任用職員の例

・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー

（教育支援体制整備事業費補助金（文部科学省））

・放課後児童支援員

（子ども・子育て支援交付金（こども家庭庁））

・女性相談支援員

（困難な問題を抱える女性支援推進等事業費国庫補助金（厚生労働省））
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（人への投資関連）

○ 常勤職員の給与が増額改定された場合、遡及適用など、改定の

実施時期を含め、会計年度任用職員の給与についても常勤職員の

取扱いに準じて改定することが基本となることや、令和６年度から、

会計年度任用職員に対して勤勉手当が支給されていることを踏ま

え、会計年度任用職員の給与を対象経費に含む国庫補助負担金

等について、適切な情報提供を行うとともに、所要の財源を確実

に確保されたいこと

教員の処遇の改善及び少人数学級の計画的な整備（文部科学省）

（その他）

※R４補正は、R5当初で就学前教育・保育施設整備交付金に一元化される前の保育所等の施設整備費補助金の合算額
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令和７年度の各府省への申入れのその他項目

○ 東日本大震災からの復興の推進

○ 地方歳出に対する国の関与の廃止・縮減等

○ 地方公共団体の自主的な行財政改革への協力及び財政負担増等

を伴う施策の抑制等

○ 国庫補助負担金の整理合理化等

○ 国と地方公共団体の財政負担の適正化

○ 国庫補助負担金等に係る超過負担の解消

○ 公共施設等の適正管理の推進

[共通項目] [個別項目]

○ 外国人材の受入れ環境整備の推進

○ 地域脱炭素を実現するための取組の推進

○ ＰＰＰ／ＰＦＩの推進

○ 戸籍等の記載事項（氏名の振り仮名）の追加に伴う措置

○ 地域医療提供体制の確保及び国民健康保険制度の安定的な運営の

推進等

○ 予防接種に係る財政措置等

○ 地域生活支援事業の推進

○ 介護保険制度の安定的な運営の推進

○ 地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進

○ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底

○ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善

○ 林業公社の抜本的な経営対策等の推進

○ 社会資本整備総合交付金制度の改善等

○ 持続可能な地域公共交通の確保

○ 一般廃棄物処理施設の整備について
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